
第３節 粗付加価値部門 

 

列コード 行コード 部門名称 

 

 

 

7111-001 

7111-002 

7111-003 

宿泊・日当 

交際費 

福利厚生費 

（担当府省庁） 内閣府 

（定義・範囲） 家計外消費支出は、いわゆる「企業消費」

に該当し、交際費や接待費など企業その他

の機関が支払う家計消費支出に類似する支

出であり、福利厚生費（他の粗付加価値部

門に計上されるものを除く。）、交際費及び

接待費並びに出張費から実際に支払った運

賃を除いた分（主として、宿泊と日当）を

範囲とする。 

① 宿泊・日当…役員又は従業員が事業の

管理、販売等のための出張、赴任等のた

めの旅行に要した費用のうちの日当、宿

泊部分並びに赴任等のための支度金、赴

任手当、看護手当等である。 

② 交際費…得意先、仕入先、その他事業

に関係のある者に対する接待、供応、慰

安、贈答、その他これらに類する行為の

ために支出する費用で、従業員の慰安の

ための費用は含まない。 

ただし、例外として、役員又は部課長

等の忘年会及び新年会の費用、経理課員

等の慰労のための費用、部内の会議後に

おける宴会費用等は交際費に含める。 

③ 福利厚生費…福利施設負担額（食堂給

食施設を除く福利厚生のための施設にか

かる費用）等、保健衛生医療費（従業員

の診療などのために要する費用で、その

施設運営に要する財・サービス費用等）、

娯楽・スポーツ費（従業員及び家族のレ

クリエーション及びこれら施設に関する

費用）等から成っている。 

なお、福利厚生施設の運営のために企

業等が直接雇用する者に係る人件費や、

同施設に伴う減価償却費及び間接税は、

本部門ではなく、それぞれ「9111-000～

9113-000 雇用者所得」部門、「9311-000 

資本減耗引当」及び「9411-000 間接税

（関税・輸入品商品税を除く。）」に含め

る。 

（平成17年表からの変更点） 

平成17年表のコード「9110-010～-030」

を「7111-001～-003」に変更。 

（注 意 点）① 福利厚生費に関し、企業が社員のため

に設ける宿泊所、保養所等の活動は

「6711-01 宿泊業」に含まれ、同じく、

企業の寄宿舎、独身寮、学生寮の活動は、

「5531-01 住宅賃貸料（帰属家賃）」に

含める。 

また、社員食堂に要する経費のうち、

食材購入または外部委託に係る経費補

填のために企業が支出した費用は、「現

物給与」の一種として、雇用者所得

（「9113-000 その他の給与及び手当」）

に含める。したがって、列側では、社員

の自己負担分に加え、企業負担分も、

「7211-00 家計消費支出」が、個々の食

材または「飲食サービス」等を投入する

こととして扱う。 

② 「7111-00 家計外消費支出（列）」（列

部門の国内生産額）と、「7111-001 宿泊・

日当」、「7111-002 交際費」及び「7111-003 

福利厚生費」の合計（行部門の国内生産

額の合計）は一致する。 

 

列コード 行コード 部門名称 

 

 

 

9111-000 

9112-000 

9113-000 

賃金・俸給 

社会保険料（雇用主負担） 

その他の給与及び手当 

（担当府省庁） 厚生労働省 

（定義・範囲） 

(1) 雇用者所得の範囲 

雇用者所得とは、国内の民間及び政府等

において雇用されている者に対して、労働

の報酬として支払われる現金、現物のいっ

さいの所得である。ここでいう所得とは、

雇用主の支払いベースであり、雇用者の受

け取りベースではない。また、所得の発生

をその対応期間において正しく把握するた

めに、賃金・俸給の遅・欠配があったとし

ても、その分は当該期間の雇用者所得に含

めるものとする（発生主義）。さらに、雇用

者所得も国内概念として把握されるために、

居住者、非居住者を問わず国内で発生した

雇用者の所得をもって雇用者所得としてい

る。 

雇用者所得は、従業者のうち有給役員、

常用労働者、臨時・日雇労働者に対応する

所得（賃金・俸給、社会保険料（雇用主負

担）及びその他の給与及び手当）を範囲と

し、自営業主の所得は営業余剰に含める。 

(2) 雇用者所得の項目 

雇用者所得には、雇用者の労働の対価と

して考えられるものを入れるという立場を

とり、さらに、国民経済計算を考慮して、

以下の項目により構成されるものとする。 

① 賃金・俸給 

ａ 常用労働者賃金、臨時・日雇労働者

賃金 

税金・社会保険料雇用者負担分など

を控除する前の雇用主の支払額であ

る。また、この中には、就業規則、労

働協約で支払いが義務付けられてい

る慶弔費や、さらには雇用主が一括し
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て再配分するチップが含まれている。

慶弔費は、就業規則、労働協約に支払

が明記されている場合、賃金・俸給に

含めている。「慶弔費」と考えられる

ものは以下の項目である。 

(a) 結婚祝金 

(b) 出産祝金 

(c) 入学祝金 

(d) 死亡弔慰金 

(e) 傷病見舞金 

(f) 災害見舞金 

「チップ」については、イ）客が直

接雇用者に手渡すもの、ロ）客からの

チップが雇用主を通じて雇用者に再

配分されるものの二つが考えられる。

本来、賃金・俸給に含めるべきチップ

は客から規定料金の他に雇用者に手

渡される現金で、かつ、それが雇用者

にとって恒常的な収入源になるもの

をいい、したがって、イ）もロ）もそ

れに該当すると考えられるが、統計技

術上の制約から、産業連関表の枠組み

の中でイ）を正確に把握することは事

実上不可能なので、これを客から雇用

者への所得移転とみなして賃金・俸給

に含めず、ロ）のみを賃金・俸給に含

めている。 

なお、国会議員及び地方議員の俸給

（議員歳費）は、常用労働者賃金とし

て扱う。 

ｂ 役員俸給 

企業のコストとして役員に支払っ

た額であり、利益金を処分して支払っ

た役員賞与は含めない。 

② 社会保険料（雇用主負担） 

以下の雇用主負担の社会保険料である。 

ａ 全国健康保険協会管掌健康保険（日

雇特例被保険者を含む。） 

ｂ 組合管掌健康保険 

ｃ 厚生年金保険 

ｄ 厚生年金基金等 

ｅ 船員保険  

ｆ 日本私立学校振興・共済事業団 

ｇ 雇用保険 

ｈ 労働者災害補償保険 

ｉ 子ども手当 

ｊ 国家公務員共済組合・同連合会 

ｋ 地方公務員等共済組合・同連合会 

ｌ 国家公務員災害補償基金 

ｍ 地方公務員等災害補償基金 

なお、健康保険制度には医療分と介護

分の保険料が含まれている。 

さらに、「労働基準法」に基づく災害

補償及び中央・地方の公務員等に対する

公務災害補償はその給付額を社会保険

料（雇用主負担）に加える。 

また、ｄ 厚生年金基金等の社会保険料

（雇用主負担）には、上乗せ給付に係る

掛金は含めない。 

③ その他の給与及び手当 

ａ 退職年金等の掛金及び支給額、退職

一時金の支給額 

退職年金等の掛金及び支給額とは、

厚生年金基金の上乗せ給付にかかる

掛金、中小企業退職金共済制度等への

掛金、確定給付企業年金及び確定拠出

年金（企業型）、確定年金積立（掛金）

額（雇用主負担分）、企業独自年金支

給額をいう。 

退職一時金の支給額とは、退職金共

済契約等による積立制度への雇用主

の積立額と、積立制度以外で雇用主が

実際に支払った退職金をいう。 

ｂ 現物給与 

現物給与とは、現物支給の食事、通

勤定期券及び自社製品を支給した場

合の雇用主のコストを計上する。 

ｃ 給与住宅差額家賃 

雇用者が市場よりも安い価格で給

与住宅に入居している場合、市中価格

から雇用者の支払分を控除した額。 

ｄ 社会保険に関する上積給付金 

社会保険の給付について雇用主が

雇用者のために法定給付に上積みし

て支給する雇用主の費用である。例と

して、労災保険、健康保険などが挙げ

られる。 

ｅ 財産形成に関する費用 

雇用主が雇用者のために支出する

以下の費用をいう。 

(a) 私的保険制度への拠出金 

(b) 持家援助に関する費用 

(c) 財産形成貯蓄奨励金及び給付金 

（平成17年表からの変更点） 

平成17年表のコード「9311-000」を

「9111-000」に、「9312-000」を「9112-000」

に、「9313-000」を「9113-000」に変更。 

 

列コード 行コード 部門名称 

 9211-000 営業余剰 

（担当府省庁） 内閣府 

（定義・範囲）① 粗付加価値から、家計外消費支出、雇

用者所得、資本減耗引当、純間接税（間

接税－補助金）を控除したものを範囲と

する。 

営業余剰の内容は、企業会計上の営業

利益に補助金を加算したものにほぼ該

当する。 

② 個人業主や無給の家族従業者等の所得

は雇用者所得ではなく、営業余剰に含め

る。 
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③ 政府サービス生産者（★★）及び対家

計民間非営利サービス生産者（★）の国

内生産額は生産コスト（経費総額）に等

しいと定義されているため、その営業余

剰は、発生しない。営業余剰は産業のみ

に発生する。 

（平成17年表からの変更点） 

平成 17 年表のコード「9401-000」を

「9211-000」に変更。 

（注 意 点） 平成23年表において、平成17年表まで

「9404-000 間接税（除関税・輸入品商品税）」

に含まれていた事業税を本部門に含める。 

 

列コード 行コード 部門名称 

 9311-000 資本減耗引当 

（担当府省庁） 内閣府 

（定義・範囲） 固定資本の価値は生産過程において消耗

されていくが、この価値の減耗分を補填す

るために引き当てられた費用で、減価償却

費と資本偶発損を範囲とする。減価償却費

は、固定資本の通常の磨耗と損傷に対する

ものであり、資本偶発損は、火災、風水害、

事故などによる不慮の損失に対するもので

ある。ただし、東日本大震災のような稀な

大災害に対する損失は、産業連関表の対象

としていない。 

資本減耗引当の対象となる固定資本の範

囲は、「国内総固定資本形成」の固定資本の

範囲と同じである。 

（平成17年表からの変更点） 

① 平成 17 年表のコード「9402-000」を

「9311-000」に変更。 

② 時価評価の導入。 

 

列コード 行コード 部門名称 

 9321-000 
資本減耗引当 

（社会資本等減耗分） 

（担当府省庁） 内閣府 

（定義・範囲） 一般政府の保有する道路、ダム及び防波

堤のような建物、構築物等の資産（社会資

本）について、その固定資本の価値の減耗

分を補填するために引き当てられた費用で

あり、「9311-000 資本減耗引当」と同様に

減価償却費と資本偶発損を範囲とする。本

部門の対象となる固定資本の範囲は、「政府

建物等」に加え、「道路、港湾、空港、下水

道、廃棄物処理、都市公園、自然公園、治

水、農業（灌漑施設）、林業（林道）、漁業、

学校施設、社会教育施設等」を対象として

いる。 

（平成17年表からの変更点） 

① 平成 17 年表のコード「9403-000」を

「9321-000」に変更。 

② 時価評価の導入。 

 

列コード 行コード 部門名称 

 9411-000 
間接税（関税・輸入品商品税

を除く。） 

（担当府省庁） 内閣府 

（定義・範囲）① 間接税は、財、サービスの生産、販売、

購入、又は使用に関して課せられる租税

及び税外負担で、税法上損金算入が認め

られていて、所得とはならず、しかもそ

の負担が最終購入者へ転嫁されること

が予定されているものである。また、財

政収入を目的とするもので政府の事業

所得に分類されない税外収入も間接税

に含める。ただし、「関税」と「輸入品

商品税」は粗付加価値部門の間接税に含

めず、最終需要の控除項目として計上す

る。 

② 国税では、消費税、酒税、たばこ税、

揮発油税、自動車重量税等が、地方税で

は地方たばこ税、固定資産税等が、税外

負担では、各種手数料等が、間接税に相

当する。 

③ 固定資産税は、工場用地や償却資産に

課されるだけでなく家屋や住宅用地にも

課されるが、これらに課税される固定資

産税については、全額を間接税として扱

う。 

すなわち、国民経済計算及び産業連関

表では、住宅は全て産業によって供給さ

れるものとし、自己所有の住宅に住んで

いても「5531-01 住宅賃貸料（帰属家賃）」

という列部門から借りて住んでいるか

のようにして帰属家賃を計上すること

にしているので、自己所有の住宅等に課

された固定資産税も企業に課された場

合と同様に間接税とする。不動産取得税

や都市計画税が全額間接税とされるの

も同じ理由による。 

④ 自動車関係の税や各種手数料は家計が

負担している部分があるので、それを便

宜的に半分とみて、税額の残り２分の１

を、産業負担分として間接税に含める。 

（平成17年表からの変更点） 

平成17年表の「9404-000 間接税（除関

税・輸入品商品税）」を「9411-000 間接税

（関税・輸入品商品税を除く。）」にコード

及び名称変更。 

（注 意 点）① 平成23年表において、事業税は、間接

税から除き、「9211-000 営業余剰」に含

める。 

② 特別地方消費税は平成12年３月31日

付で廃止されたが、その後納等分が存在

している。これらについては、平成 12

年及び17年表と同様に、遊興、飲食、宿

泊等の費用は税額込みで最終消費支出に
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含め、旅館・飲食店業等では税額込みの

売上高を計上し、特別地方消費税は全額

を列部門の負担する間接税とする。 

 

列コード 行コード 部門名称 

 9511-000 （控除）経常補助金 

（担当府省庁） 内閣府 

（定義・範囲）① 経常補助金は、産業振興を図る、ある

いは製品の市場価格を低める等の政府

の政策目的によって、政府サービス生産

者から産業に対して一方的に給付され、

受給者の側において収入として処理さ

れる経常的交付金である。公的企業の営

業損失を補うためになされる政府から

の繰入れも経常補助金に含める。国民経

済計算の補助金と同じ範囲とする。 

なお、対家計民間非営利サービス生産

者及び政府サービス生産者が経常補助

金を受取ることはない。 

② 経常補助金は、法令上又は予算上、常

に補助金と呼ばれるとは限らず、補給金、

負担金、奨励金、交付金、助成金、給付

金等の名称のものもある。なお、食料安

定供給特別会計の一般会計からの繰り入

れ等は経常補助金とみなす。 

（平成17年表からの変更点） 

平成 17 年表のコード「9405-000」を

「9511-000」に変更。 
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